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令和 9 年度 宇部市臨時的任用職員 募集要項 

【職種：保育士】 
 

 

 

 

 

１ 募集職種、採用予定人数等 

募集職種 職務内容 勤務形態 勤務場所・採用予定人数 受験資格 

保育士 

（産休育休代替） 
保育業務 

週５日 

（７時間４５分） 

①神原保育園   （１人） 

②西岐波保育園  （２人） 

③原保育園    （１人） 

④第二乳児保育園 （１人） 

保育士資格を

有する者 

又は 

保育士登録を

している者 

※勤務場所は、各園の状況により任用中に異動する場合があります 

 

２ 勤務条件（令和８年１０月１６日現在） 

任用期間 

①  令和９年４月１日から令和９年７月３１日まで 

②～④令和９年４月１日から令和１０年３月３１日まで 

※産休育休取得期間により変更の場合があります。 

勤務時間 月曜日～土曜日 ７時～１９時の間 シフト制 休憩時間６０分 

報  酬 

月額 （短大卒）２２２，６００円～ （大卒）２３５，０００円～ 

※学歴、宇部市における同種の非常勤職員としての経験年数により加算される場合が

あります。また、給与改定が行われた場合、報酬額が変更となる場合があります。 

諸 手 当 給与関係の条例、規則等の定めるところにより、期末手当、通勤費等が支給されます。 

休  日 日曜日、祝日、年末年始（12/29～1/3）及び予め指定する日 

休  暇 年次休暇（任用期間及び任用条件に応じて付与）、特別休暇（有給、無給） 

服  務 地方公務員法の服務に関する各規定が適用されます。 

社会保険等 健康保険（短期共済組合員）、厚生年金、雇用保険 

公務災害 地方公務員災害補償基金制度の対象 

 

３ 受付期間、提出先等 

 【受付期間】令和８年１１月２日（月）～ 令和８年１１月３０日（月）必着 

９時００分～１６時３０分（土曜日、日曜日及び祝日を除く） 

【提 出 先】保育幼稚園課（宇部市役所 本庁１階 １１番窓口） 

【提出方法】窓口へ持参又は郵送 

宇部市こども未来部保育幼稚園課 

〒755-8601 宇部市常盤町一丁目７番１号 

電話（０８３６）３４－８３２９ 



 2 / 2 

 

４ 受験手続きに必要なもの 

受験申込書及び受験票に必要事項を記入し、写真を貼付の上、受験資格が確認できる書類の写

し（保育士登録申請中の方は『保育士登録申請書』の写し）と併せて保育幼稚園課へ提出してく

ださい。 

書類に記入漏れ等の不備がある場合は、受付ができませんのでご注意ください。 

 

５ 試験日時、試験内容等 

試験日時 試験場所 試験内容 

令和８年１２月２４日（木） 
宇部市役所 

宇部市常盤町一丁目７番１号 
面接試験 

※詳細は、受付期間終了後郵送でお知らせします。 

 

６ 合格者の発表 

  令和９年１月下旬頃を予定  

宇部市ウェブサイトに合格者の受験番号を掲載するとともに、受験者全員に合否結果通知を 

発送します。なお、発表日時等の詳細は、試験の当日にお知らせします。 

 

７ 合格から任用まで 

 試験の合格者を任用候補者として、勤務条件等の合意のもとで任用を決定します。 

 

８ 受験資格等に係る注意事項 

（１）登録取消や再登録の制限などの資格管理の厳格化に関する規定が整備され、令和６年４月

１日より特定登録取消者（児童生徒性暴力等を行ったことにより保育士の登録を取り消され

た者）に該当するかを特定登録取消者に係るデータベースにより確認させていただきます。 

（２）次のいずれかに該当する者は、受験できません。 

①拘禁刑以上の刑に処せられ、その執行を終わるまで又はその執行を受けることがなくなるま

での者 

②宇部市の職員として懲戒免職の処分を受け、当該処分の日から２年を経過しない者 

③日本国憲法の施行の日以後において、日本国憲法又はその下に成立した政府を暴力で破壊

することを主張する政党その他の団体を結成し、又はこれに加入した者 

（３）本募集は、令和９年３月宇部市議会での予算の議決を前提として募集を行うものです。 

（４）令和８年１２月２５日に施行される学校設置者等及び民間教育保育等事業者による児童対

象性暴力等の防止等のための措置に関する法律（令和６年法律第 69号。以下「こども性暴力

防止法」という。）に基づき、施行後に採用される方でこどもに接する業務に従事する場合は、

特定性犯罪の前科の有無を確認するための犯罪事実確認が必要となります。本試験の最終合

格後、任命権者による採用手続等の過程において、誓約書や履歴書等により、特定性犯罪の

前科の有無を確認し、特定性犯罪の前科がある場合（特定性犯罪事実該当者の場合）は、こ

ども性暴力防止法に基づき、採用されない場合があります。  

【特定性犯罪の例】 

不同意わいせつ、児童買春、児童ポルノ所持、痴漢、盗撮、未成年淫行 など 

 

 


